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自殺対策に資する検索連動型広告の効果的な運用クイックリファレンス  

✑検索連動型広告の運用にあたっては…              詳細は10ページへ 

● 相談体制に見合った広告運用を行う 

● ターゲットとなる対象者の心理的背景やスティグマの理解に努める 

● 成果の低い検索キーワードも慎重に検討する 

 

✑広告の見出しや広告文を考えるにあたっては…          詳細は11ページへ 

● 一般的な価値観や道徳から脱却する 

● 表示やクリックを優先した誇大広告にしない 

● 効果的な運用のため最新の広告技術を応用する 

 

✑広告の文言は…                        詳細は12ページへ 

● 広告のターゲットを明示する 

● アウトリーチの目的に沿って記載する 

● 対象者にしてほしい行動を指示する 

● 対象者の状況や心情を慮った共感的な言葉かけをする 

 

✑生活課題別の留意点は…                    詳細は17ページへ 

● その課題に対する固定観念 

● その課題に関する差別的用語や表現 

● セルフ・スティグマを刺激する言葉 

● その課題を抱えている人の状態に配慮していない言葉かけ 

● 二次被害に該当する言葉かけ 

● アウトリーチの目的に適さない表現  
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１．背景・趣旨 

自殺対策の背景 

自殺を巡る近年の動向 

近年の日本においては、1998（平成10）年に年間自殺者数が2万5千人弱から3万人台に激増し、

自殺が社会問題化しました。最も年間自殺者数の多かった2003（平成15）年には、34,427人もの

方が自殺で亡くなっています。その多くを占めたのは中高年の男性でした。その後ようやく2006

（平成18）年に自殺対策基本法が制定され、2007（平成19）年には自殺総合対策大綱が閣議決定

されるに至りました。これを契機に医療や民間での支援、社会的な自殺対策が促進され、2019

（令和元）年の年間自殺者数は20,169人まで減少しています。しかし、これは政策としての自殺

対策が始められる1980（昭和55）年頃と同水準です。また、中高年の自殺者数が減少傾向にあっ

たのに対し、児童・生徒については自殺者数の増加傾向が続いていました。 

さらに、2020（令和2）年頃から新型コロナウイルス感染症の流行によって世の中の生活が一

変したことにより、人々のメンタルヘルスの状態の変化や自殺に与える影響が危惧されました。

コロナ禍初期の2020（令和2）年は、国際的にも自殺者数は横ばいか、あるいは減少している傾

向が示され（Pirkis et al., 2021）、３～５月の一斉休校も若年者の自殺率に影響していないことが

報告されています（Isumi et al., 2020）。しかし、同年７～10月になると、女性や若年者の自殺が

増加しました（Tanaka & Okamoto, 2021）。さらに2021（令和3）年の自殺者数は21,007人、2022

（令和4）年は21,881人と微増しています。児童・生徒の自殺者数は2022（令和4）年に過去最多

の514人となりました。国は自殺総合対策大綱において、子ども・若者の自殺対策を2017（平成29）

年から重点施策として定めていましたが、今後、より一層、若年者の自殺対策を推進していかな

ければなりません。 

自殺総合対策大綱の改定 

自殺対策基本法に基づいた政策指針である自殺総合対策大綱は、2007（平成19）年に閣議決定

され、その後、５年に一度の見直しが図られています。2017（平成29）年に閣議決定された大綱

で、特に若年者に対する自殺予防の重点施策として「ICT（インターネットやSNS等）の活用」

が明記されました。 

自殺対策におけるICT（Information and Communication Technology）、すなわち情報通信技術

の活用とは、インターネットやSNS（Social Networking Service）の様々なツールを自殺予防のた

めに活用していくことを指します。そのうちの一つがICTを活用したアウトリーチです。若年者

はインターネットやSNSの使用率が高く、自殺を考えている若年者はSNS上で自殺をほのめかし

たり、自殺に関連するキーワードを検索したりする傾向にあることが分かっています（Mars et a

l., 2015）。このような傾向を理解して、自殺リスクを有する人に必要な相談支援を積極的に届け

る取り組みを「ICTを活用したアウトリーチ」と呼んでいます。 
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ICTを活用したアウトリーチの発展 

特定非営利活動法人OVA（以下：OVA）は、「インターネット・ゲートキーパー」と呼ばれ

るICTを活用したアウトリーチに取り組んでいます。インターネットで自殺に関連する用語

（例：「死にたい」）が検索されたときにWeb広告を提示して、インターネットによる相談を促

す活動です。現在は、複数の自治体から委託を受ける形で実施しています。 

OVAではこの取り組みについての経験とノウハウを蓄積しながら、アウトリーチの効果検証

を続けてきました。これまでの研究（伊藤ら，2018; 2019）を通して、ターゲットの相談を促すた

めの、安全でより効果的な方法を明らかにし、2020（令和2）年にはICTを活用したアウトリーチ

の指針をまとめた『自殺対策のためのICTを活用したアウトリーチ -インターネット広告のガイド

ライン-』（特定非営利活動法人OVA、2020a）を作成・公開しています。2022（令和4）年度の

大綱見直しにおいても、ICTを活用したアウトリーチは引き続き重点施策の一つとして、取り組

みの推進強化が求められています。 

コロナ禍が自殺対策や相談のオンライン化を加速させ、2023（令和5）年現在は、より多くの

自治体が、多様な生活課題に対してICTを活用したアウトリーチを取り入れるようになりました。

そして、さらなる自殺予防のためには 「川上からのアプローチ」（自殺の危険因子となりうる要

因を有する人への早期的なアウトリーチ）として、あらゆる領域におけるアウトリーチの有効な

方法も必要となっています。そこで今回、先述した『自殺対策のためのICTを活用したアウトリ

ーチ -インターネット広告のガイドライン-』を踏まえ、委託元の東京都と協力して実験的な調査

を行い、その知見をもとに自殺とそれ以外の領域も含めた本書『自殺対策に資する検索連動型広

告の効果的な運用に関する手引き』を作成しました。 

  



6 

手引きの開発 

本書は、実際に６つの生活課題に対して行ったICTを活用したアウトリーチと、その調査結果、

及び関連する先行研究の知見をもとに作成しました。アウトリーチの詳細な内容や調査結果につ

いては、『自殺対策に資する検索連動型広告の効果的な運用に関する調査研究報告書』をご覧く

ださい。この調査結果に基づいて解説した部分には（報告書）と表記しています。 

自殺の危険因子となり得るライフイベントや生活の課題の抽出 

実際にICTを活用したアウトリーチを行うために、次に説明する検討段階を経て、６つの生活

課題を抽出しました。下図にも大まかな流れを示しています。 

まず、自殺自傷に精通した心理学者２名で、予めOVAでリストアップした28個の生活課題に

ついて自殺の危険因子に関する先行研究を調べました。その結果、優先課題(A)には妊産婦、う

つ病、性的マイノリティ、虐待、自傷（リスクテイキング行動）、借金・多重債務の６つの課題

（順不同）が挙げられました。これらの優先課題に次いでリスクの高いと考えられた課題(B)と

して、アルコール依存、性暴力被害、解雇・失業の３つも挙げられました。 

次に、実際に検索連動型広告に

よるアウトリーチが実施可能かを整

理しました。具体的には実際によく

検索されていて、かつ本事業の委託

元である東京都がその支援サービス

に関するWebページを保有している

ものを抽出しました。その結果、全

ての条件に該当する優先課題(C)と

して妊産婦、DV被害、依存症（薬

物、ギャンブル、アルコール）、性

的マイノリティ、虐待の５つの課題

が挙げられました。また、その他の

候補(D)として、うつ病、借金・多

重債務、性暴力被害、解雇・失業が

挙げられました。 

最後に、以上の検討にもとづい

て東京都と議論をおこなった結果、

最終的な６つの生活課題として妊産

婦、DV被害、依存症（薬物、ギャ

ンブル、アルコール）、うつ病、性

的マイノリティ、虐待（被虐待）に

焦点を当て、実際にアウトリーチを実施することにしました。 
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この過程で調べた６つの生活課題と自殺との関連を示す先行研究は、生活課題別の広告運用

に関して述べた各ページの冒頭で紹介します（p.17～）。 

６つの生活課題に対するアウトリーチの結果と手引きの作成 

６つの生活課題に対して、実際に検索連動型広告を運用した結果、広告に「共感的な言葉か

け」を含むことがアウトリーチにつながる（広告のクリック率が高まる）という重要な知見が示

されました。さらに、これらの生活課題とアウトリーチに関連する先行研究の知見や、支援者向

けのガイドライン等の内容をふまえ、アウトリーチの方法について心理学者２名を中心に議論し

ました。これらの検討結果をもとにして、検索連動型広告をアウトリーチに用いる際の基本方針

や心構えをまとめました。 

 

 

手引きの使い方・活用方法 

本書は、自殺につながる様々な生活課題を抱える方にICTを活用してアウトリーチすることを

目的に、検索連動型広告の効果的な運用について記したものです。ICTを活用したアウトリーチ

のための広告を作成する前提となる考え方や、広告運用の留意点について詳細に解説しました。 

自殺リスクにつながる様々な生活課題を抱える方を対象に、相談事業を行っている行政機

関、医療機関、民間機関、企業等に属するさまざまな事業者が、Web広告を活用する前に読んで

いただくことを想定しています。 

本書は主に検索連動型広告に関する解説、ICTを活用したアウトリーチ全般に共通する方針、

生活課題別の広告運用、の３つのセクションで構成されています。検索連動型広告についてすで

にご存じの方は、２つめのセクションから読んでいただいても構いません。 
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２．自殺対策における検索連動型広告：活用の意義と効果  

検索連動型広告の仕組み 

 検索連動型広告（リスティング広告）とは、GoogleやYahoo!などの検索エンジンで、ユーザー

が検索したキーワードに連動して表示される広告です。ユーザーが表示された広告をクリックす

ると、事前に設定したリンク先（WebサイトやWebページ。以下「広告リンク先」とします）へ

ユーザーは遷移します。検索連動型広告は、不特定多数の人に表示される広告/メディアと異な

り、検索キーワードを利用したターゲティングにより、特定の対象者に限定した広告表示が可能

です。また検索キーワードに関連した広告見出し/リンク先を設定することで、対象者を特定の

行動へつなげることも可能です。検索連動型広告はその他のウェブ広告と同様に、地域、ユーザ

ーの年齢、性別などを絞って表示させることもでき、これらの仕組みを利用して緻密なターゲテ

ィングの構築が達成されます。（地域、年齢、性別などは広告配信媒体が把握しているデータで

す。）

 

図. 検索連動型広告の模式図 

 

 

検索連動型広告の意義と効果 

自殺に関連するキーワード（「死にたい」「自殺」など）をインターネットで検索する行動は、

自殺したい気持ち（自殺念慮）を持っているかどうかや自殺リスクの高さとの関連が示されてい

ます（末木，2013; Takahashi et al., 2022）。そのため検索連動型広告によって、ユーザーの状

況・状態に適した情報を提示することが可能となります。 

これまでに、自殺や性暴力など、人々がインターネットのような匿名性の高い場でないと話し

にくい内容については、検索連動型広告によるアウトリーチの実績があります（Sueki & Ito, 201

8; 岩田，2021）。さらに自殺の領域については、検索連動型広告を通してICTを活用した相談に

つながった相談者が、インターネット相談を始めて約１か月後には自殺念慮（自殺を考える気持

ち）が低下する効果が見出されています（Sueki et al, 2022）。 
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コラム✒ Web広告の種類 

 

 代表的なWeb広告である検索連動型広告、SNS広告、ディスプレイ広告の現在の特徴を下表に

まとめました。 

 

 検索連動型広告 SNS広告 ディスプレイ広告 

掲載場所 検索エンジンの検索結果 SNSのサービス中の、タイ

ムライン、検索結果など 

ウェブサイト、アプリ、動

画配信サイトなどオンライ

ン上の様々な場所 

主な目的 行動促進 潜在層への認知拡大 認知拡大 

特徴的な 

ターゲティング

方法 

指定した検索キーワード サービス中の情報/行動を

もとにしたユーザーの属性

/興味関心など* 

・媒体が提供するユーザー

の属性/興味関心 

・広告配信する場所（コン

テンツ） 

視覚要素 主に文字 文字、画像、動画 文字、画像、動画 

共有度 共有される可能性は低い 共有される可能性は高い 共有される可能性は低い 

どのようなとき

に目に入るか 

検索エンジンで設定した検

索キーワード、またはそれ

に関連する語句が検索され

たとき 

SNS上でコミュニケーショ

ン、情報収集などを行って

いるとき 

ウェブサイト、アプリ、動

画サイトなど様々な場所 

 *SNSによって、提供されるターゲティング方法は異なります。 

 

 Web広告はいくつかの種類に分類することができ、配信される場所、ターゲティング方法など

に違いがあります。検索連動型広告は、ユーザーの検索行動をきっかけとして広告配信を行うた

め、特定の対象者の「行動促進」につなげやすいという特徴があります。そのため行動促進を目

的とした広告配信によく用いられます。しかし、検索が行われなければ広告は表示されないた

め、幅広い層へ行う啓発活動など「認知拡大」が目的である場合にはあまり適しません。その場

合は、より幅広い層への広告表示が可能で、注意を惹きやすい視覚的要素（画像や動画など）が

利用できるSNS広告やディスプレイ広告などを利用すると良いでしょう。 

 このように使用する広告は、事業の目的、目標、情報を届けたい対象者に合わせて選択されま

す。本コラムでは3つの代表的なWeb広告について書きましたが、技術、文化、法律などの環境

の変化に合わせて、広告そのものも変化や、あらたな手法が開発されるかもしれません。その事

業や時代に合わせて適した手段を選択してください。 
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３．自殺対策に資する効果的な検索連動型広告の運用 

自殺対策のアウトリーチにおける基本的な考え方 

運用方針・留意点 

ターゲットとなる対象者やそれ以外の人に対する悪影響を最小限にし、なるべく安全に検索

連動型広告を活用するには、下記の考え方を前提とします。 

相談体制に見合った広告運用を行うこと 

自殺対策のアウトリーチの真の目的や成果となる指標は、配信した広告の表示数やクリック

率を闇雲に高めることではなく、広告を通して対象者が必要な相談・支援につながることです。

広告リンク先に掲載する相談窓口がひっ迫すれば、「相談を促しているにもかかわらず相談に応

じられない」という矛盾が生じ、対象者には悪影響が生じます。そのため、広告配信を行う事業

者（部署）と相談を受ける事業者（部署）とが密接に連携し、相談窓口の体制に見合った配信期

間、配信頻度、配信量を事前に計画して広告を運用します。運用期間中も相談窓口がひっ迫する

ことがないようにモニタリング・管理することが大前提です。 

ターゲットとなる対象者の心理的背景やスティグマの理解に努めること 

対象者の心理的背景やスティグマについて必要な知識や情報を得て、その気持ちを理解する

ことに努めながら、広告を運用する必要があります。生活課題を抱えている人は、自分から悩み

を人に打ち明けにくく、支援につながりにくい傾向があります。それは、この社会に存在するス

ティグマ（例：「自己責任」「心が弱い」「気合で何とかなる」「○○なのに情けない」といっ

た考え）のために、「人に知られたくない」「人を頼ることはできない」といった気持ち（セル

フ・スティグマ）を有しやすいことが一因にあります。さらに、生活課題を抱えている人が仮に

相談につながったとしても、具体的な悩みや状況を人に話し、打ち明けることには困難や苦痛が

伴います。したがって、広告を運用する人が「対象者と実際に接するわけではないから」と理解

する姿勢を怠っては、安全な広告運用はできません。 

成果の低い検索キーワードも慎重に検討すること 

広告運用による目標数値を達成するために、費用に対する成果の低い（例：クリック単価(CP

C)が高い、コンバージョン単価(CPA)が高い）キーワードを停止する場合は注意が必要です。 

CPC・CPAが低いのは、このキーワードを検索している層がその他のキーワードを検索して

いる層と比べて、心理的背景から相談等の行動が困難になっている場合があるためです。これら

の心理的背景は広告運用の数値からは読み取ることができません。アウトリーチは、そういった

行動が困難になっている対象者にこそ、検索連動型広告を通じて有益な情報を届ける必要がある

ことを十分に考慮した上で、費用に対する成果の低いキーワードをあえて残す場合もあります。 
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広告を出稿する媒体（GoogleやYahoo!など）のポリシーに準拠すること 

広告を出稿する媒体ごとにポリシー（方針）が定められており、広告の配信にはそのポリシ

ーを満たすかどうかの審査が行われます。ターゲットとする課題の領域によっては、ポリシーに

抵触するために広告表示ができない場合があります。これらのポリシーを事前に確認し、準拠す

るように広告を設定しましょう。 

 

見出しや広告文の方針 

一般的な価値観や道徳から脱却すること 

「かけがえのない命を大切に」「自殺はダメ」「自分らしく生きて」等、対象者の心からか

け離れた、一般的な価値観や道徳を表すような言葉を広告には使わないでください。深刻な生活

課題を抱え悩んでいる人に対するこのような声かけは、説諭や価値観の押しつけとして伝わり、

更なる自己否定につながりかねません。気持ちを分かってもらえていない、相談しても意味がな

い、という気持ちにさせ、相談を促す広告としては逆効果となる可能性もあります（特定非営利

活動法人OVA, 2020a）。 

表示やクリックを優先した誇大広告にしないこと 

アウトリーチをする段階では、その成果を安易に誇示しないことです。自殺のリスクを有す

る人が抱えている問題は概して複雑であり、内容も知らず話も聴いていない段階でその解決を謳

うことは、効果の誇大表示といえるでしょう。相談支援は、絶対の「解決」「解消」「治癒」

「成功」を保証することはできません（特定非営利活動法人OVA, 2020a）。 

また、「いつでもどこでも相談ができる」「すぐに返事をします」など、一見すると対象者

の信頼につながりそうな情報であっても、相談体制に見合わず事実を表していなければ、記載す

ることは避けなければいけません。 

効果的な運用のため最新の広告技術を応用すること 

現在のWeb環境においては、特定の問題を抱える人をスクリーニングしてアウトリーチする

ためのツールとして、検索連動型広告の有効性を発揮することができます。その根底にある広告

技術は日々開発が進められており、今後、検索連動型広告の新しい機能が追加されたり、より有

効な手段が開発されたりする可能性もあります。そのため今後も継続的に、より効率的な検索連

動型広告の運用方法、アウトリーチや情報提供の手法を検討していくことが必要です。 
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広告の基本の構成要素 

 現在使用されている検索連動型広告の構成要素は、主に広告の「見出し」と「説明文」から成

ります。下図はその広告のイメージです。 

 

広告の見出し①｜広告の見出し② 

広告 http://URL 

説明文がここに入るイメージです。説明文がここに入るイメージです。 

 

 広告を設定する際は、その広告の対象とする人に合わせて「見出し」と「説明文」の文言を設

定します。下記は、本書のもととなる調査（詳細は報告書を参照）で実際に運用し、より効果的

だと考えられた広告の構成要素です。見出し①は生活課題別に異なり、見出し②、説明文は趣旨

が共通しています。 

 

 

運用においては、広告を出稿する目的、あるいは広告リンク先の目的によって、どのような

見出し、説明文にすることが効果的なのかは変化します。ここでは広告の中に含めることが有用

と考えられる３つのポイントを説明していきます。 

1. ターゲットを明示する 

2. 対象者にとってもらいたい行動を指示する 

3. 共感的な言葉かけをする  
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１．ターゲットを明示する 

 これまでの実績から、対象となる個人に呼びかける見出しの有効性が示唆されています（髙橋

ら，2020）。生活課題に適した表現を検討し、対象者本人に伝わるように明示しましょう。 

 広告を表示させる検索キーワードとの対応を考える必要もあります。例えば自殺に関連するキ

ーワードのうち「死にたい」等の気持ちを検索している人と、「自殺方法」などの情報を収集し

ている人では、どのような呼び掛けなら「自分が対象である」と気が付くのかは異なる可能性が

あります。そのため広告リンク先は単一のサイトやページであっても、広告見出しは複数種類の

用意が必要です。  

 もし、支援が必要な問題として自認しにくい課題（例えば依存症など）を対象とする場合には、

「依存症かも？と不安なあなたへ」など、可能性の要素を取り入れることが適切と考えられます。

また、対象者の地域や属性を限定する場合も「A市に在住の方」のように明記することで、相談

体制と対象者とのミスマッチを防ぐことができます。 

２．対象者にとってもらいたい行動を指示する 

 広告によって明確な行動を促す目的がある場合には、その指示を具体的に書くことが効果的で

す（髙橋ら，2020）。例えば、相談窓口につながる電話番号や連絡フォームが記載されているよ

うなシンプルなページにつなげる広告には、「相談してください」「お電話ください」「気軽に

連絡してください」といった文言を含むことが考えられます。 

 この時、相談方法に関する情報を含めることも効果的です。例えば若者が抵抗を感じやすい電

話や対面相談をおこなっている窓口である場合には、広告に予めその情報を記載しておくことで、

相談体制と対象者のニーズとのミスマッチを防ぐことにつながります。 

３．共感的な言葉かけをする 

 広告によって促す行動を特定していない場合や、広告リンク先が複合的な目的を持つような場

合には、広告において明確に行動を指示できないことがあります。その際は代わりに共感的な言

葉かけを含めることが重要です。 

 ただし一律にこの言葉が良い、という魔法のようなキーワードは存在しません。広告事業者が

誠心誠意、対象者への共感を考えることが大切です。そのため、共感について紹介します。 

 共感の定義はあいまいとされています（Bagozzi & Moore, 1994）が、源氏田・村田（2007）は

相手に温かさや配慮を伝える「共感的配慮」と、相手の内面を正確に理解していることを示す

「視点取得」の２つを挙げています。また福田（2008）は無意識下でおこる喜びや怒りや悲しみ

などの感情に関連した「情動的共感」と、対象者の背景や状況を把握して感情が起こる「認知的

共感」の２つに分類しています。これまで実際に用いてきた「つらかったですね」という広告見

出しは、このうち「共感的配慮または視点取得」や「認知的共感」に該当すると考えられます。 

 これらの意図をもった言葉かけによって、広告を見た対象者がどのような気持ちを抱くのかは

明らかにはなっていません。しかし、こういった言葉かけによって対象者が「自分に悪影響を与
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えない誰かが発信している情報である」「自分のことを分かってくれる誰かとつながれるかもし

れない」という安心や期待を持ち、広告クリック数の多さに影響を与えてきた可能性があります

（報告書；髙橋ら，2020）。そのため、広告運用では「つらかったですね」という文言に限らず、

対象者に温かさや配慮を伝え、相手の抱えている課題やその背景を考え、その内面を理解しよう

としている言葉かけを行い、伝わることが大切であると考えられます。 

 次のセクションでは、以上の３つのポイントをふまえ、６つの生活課題別の具体的な広告運用

方法について解説します。 
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コラム✒ フレーミング効果 

 

 広告を用いて援助要請行動を促進するためには、どのような発信が効果的なのでしょうか。

健康情報の伝達に関するヘルスコミュニケーション研究の領域では「フレーミング効果」と呼

ばれる現象が知られています。この効果は、情報をどのようなフレーム、つまり枠組みで伝達

するかによって説得力が異なることを説明します。例えば、同じ健康問題（例：肺炎）に関す

るメッセージでも、ある行動を行うことによる利点を強調した利得フレームのメッセージ

（例：禁煙は体にいい）と、ある行動を行わないことによる損失を強調した損失フレームのメ

ッセージ（例：喫煙は体に悪い）では、健康行動における意思決定に及ぼす影響が異なるので

す。 

 これまでの研究では、二種類のフレームのどちらが効果的であるという結論は出ていません。

例えば、健康に関するメッセージの効果に関するメタ分析（複数の研究結果を統合して分析す

る研究）によれば、禁煙、身体活動、安全なセックスなどの予防行動を促進する可能性は、利

得フレームの方が損失フレームよりも高かったと報告されています（Gallagher & Updegraff, 2

012)。一方で、日本で乳がん検診の受診の意図を高めるには損失フレームのほうが影響してい

たことが報告されています（水野ら, 2019）。 

また、精神疾患の既往歴がない対象者に対して、うつの相談を促す広告の効果を調べた研究

では、以下の３つのフレームによる効果の違いが比較されています（Suka et al., 2018）。 

 

①ニュートラルフレームメッセージ 

「うつ病は、だれにでもかかる可能性がある病気です。」「つらい出来事やストレスなどを

きっかけにおよそ15人にひとりが生涯のうちにうつ病を経験すると言われています。」 

②損失フレームメッセージ 

「うつ病は、治療が必要な病気です。」「放っておくと、日常生活にも支障をきたすよう

な、つらい状態が続きます。適切な治療を受けなければ、約80%が以前の状態に回復しませ

ん。」 

③利得フレームメッセージ 

「うつ病は、早期に気づいて治療を始めれば良くなります。」「放っておくと、日常生活に

も支障をきたすような、つらい状態が続きますが、適切な治療を受ければ、約80％が以前の

状態に回復します。」 

  

 その結果、損失フレームのメッセージの方が助けを求める意図（援助要請意図）を引き出し

やすいことが示されました。 
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 このようにフレームによる違いが生じる理由として、利得フレームの情報は対象者が自身の

健康を確認する「予防志向」の健康行動を促進する一方で、損失フレームの情報は病気などを

発見する「検出志向」の健康行動を促進する傾向があるためである、と考えられています（R

othman & Salovey, 1997）。 

 では、自殺対策のアウトリーチにおいて、このフレーミング効果を活用することはできない

のでしょうか。Suka et al. (2018) の知見に則ると、特にうつ病領域で対象者の相談を促すには、

損失フレームを活用した広告が効果的ではないかと思われるかもしれませんが、広告として運

用するにはいくつかの懸念事項があります。 

 １点目に、損失フレームのメッセージは見る人に不安や恐怖など強いネガティブ感情を誘発

し、うつ病の方のセルフ・スティグマを高めてしまう可能性が考えられます（生活課題別の広

告「うつ病」も参照のこと）。今回の調査結果（報告書）から、どのような生活課題を抱えて

いる方であっても高いうつ状態を抱えていることが示唆されました。そのような状態の方に

「放っておいても、回復しません」といった損失を強調するメッセージは、仮に相談したくて

もすることができない対象者の背景や心情を無視して、厳しい正論を突きつけるようなもので

す。 

 ２点目に、これまでの研究で助けを求めようとする気持ち（援助要請意図）に与える影響は

調べられてきましたが、実際にリスクを抱える対象者の助けを求める行動（援助要請行動）に

関しては一貫する知見が未だ得られていない点です。そのため、広告運用におけるフレーミン

グ効果の有効性については、今後さらなる検討が必要な段階であると言えます。 

 以上から、自殺対策におけるICTを活用したアウトリーチを行う中で、フレーミング効果を

実際の広告運用に適用することは急がない方がよいでしょう。 
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生活課題別の広告を考えるヒント 

(1) 妊娠・出産に関する課題 

自殺との関係を示す先行研究 

 妊娠中および産後１年未満に死亡した女性357例のうち、102例が自殺でした。特に35歳以上、初

産婦、および仕事をしている者のいない世帯の産褥婦において自殺率が高いことがわかっています

（国立成育医療研究センター，2018）。妊産婦の自殺リスク要因としては、うつ病、社会的サポー

トの不足、アルコール乱用、小児期の虐待、親しいパートナーからの暴力、死産・流産などが挙げ

られます（Chin et al., 2022）。 

ターゲットの明示 

 妊娠や出産期の自殺につながりうる様々な課題（うつ、DVなど）を包括的に扱う場合は、

「妊娠・出産の悩みがあるあなたへ」という文言のように、「妊娠」「産前」「出産」「産後」

など、対象となる方の状況を広告見出しや説明文に含めると分かりやすいと考えられます。また、

より人に話しにくいテーマ（「不妊」「流産」「死産」など）については直接表現し、「その話

題を話してもよいのだ」と対象者に伝えることが有効と考えられます。 

共感的な言葉かけ  

 妊産婦の方の状況や心情を想像した言葉がけを考えましょう。例えば、妊婦・経産婦に広く利

用されている登録式オンラインコミュニティにおける妊娠２カ月および10カ月の妊婦による投稿

とその回答を分析した研究（河田・永野, 2017）では、妊娠２カ月の方の投稿には「不安」「辛

い」「心配」という言葉が多く、妊娠10カ月の方では「不安」「怖い」「辛い」「心配」「憂鬱」

という言葉が多かったと報告されています。したがって、妊娠・出産・育児に伴う不安や辛さに

対して「不安でしたね」「つらかったですね」などと声をかけるようなメッセージが考えられま

す。 

留意点 

 ①妊産婦に関する固定観念、②産後うつの状態、などに留意する必要があるでしょう。①につ

いて、妊産婦の方に対して「母親」「お母さん」「ママ」といった言葉を使わないようにしまし

ょう。妊産婦に関する広告を見る方の中には、自身が「母親」となることへの抵抗や不安・戸惑

いを感じている方、あるいは子どもが死産してしまった方なども想定されるため表現には注意が

必要です。 

 また②について、今回の調査（報告書）においてエジンバラ産後うつ質問票へ回答した方のう

ち、約９割の方が産後うつ疑いのカットオフ得点を超えていたことが示されています。そのため、

広告を出す上ではうつ病領域と同様に、「頑張りましょう」などの安易な励まし言葉で妊産婦の

方を追い詰めないように留意する必要があります。 
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(2) DV 

自殺との関係を示す先行研究 

 女性において、親密なパートナーからの暴力被害が自殺未遂のきっかけと関連することが示され

ています（Devries et al., 2013）。また、2005～2015年までに起きたケンタッキー州の自殺を調べた

研究では、自殺の26%に親密なパートナー間の問題が特定され、そのうちの43%で暴力が確認され

ました。さらに30%にパートナー間の口論や喧嘩があり、ほとんどはその直後に自殺企図が起きま

した（Brown & Seals, 2019）。南インドの研究で、18～45歳の既婚女性の自殺未遂77例と、自殺未遂

歴はない臨床群153例を比較したところ、パートナー間の暴力は他の要因を調整しても、自殺未遂の

確率を3.79倍高く説明しました（Indu et al., 2020）。 

ターゲットの明示  

 愛知県の県政世論調査（2022）から、DVは言葉の認知度が高いと想定されるため、「パートナ

ーからのDVにお困りなら」「誰にも言えず、DVに悩んでいませんか？」など、直接的に「DV」

という言葉を広告の見出しや説明文に用いると分かりやすいと考えられます。 

行動指示 

 主観的に困った状況にあることを認識しやすく、相談窓口を探している人が多かった（報告

書）ため、広告に「相談してください」「相談窓口を見つけられます」など、相談に関わる文言

を入れることが有効である可能性があります。 

共感的な言葉かけ 

 DVの被害に遭っている方の置かれている状況や心情を想像した言葉かけを考えます。暴力に

遭っているかもしれない痛みに対して「痛かったですね」、DVに遭った恐怖やこれからの恐怖

について「怖かったですね」と声をかけるようなメッセージが考えられます。また「暴力を受け

ているのは、あなたのせいではありません。」等とセルフ・スティグマを和らげる表現も考えら

れます。 

留意点 

 ①DVに関する固定観念、②二次被害に該当するような言葉かけ、に留意します。①について

は、DVを夫婦間に限定して考えないことが重要です。パートナー、恋人、別れた人同士でもDV

が起きることがあります。同様に、性別と加害被害の組み合わせも多様であるため、「DV夫」

「DV嫁」といった特定の属性とDVを組み合わせた単語を広告の見出しや説明文に使うことを避

けるべきです。 

 ②については、対象者を「被害者」という言葉で括らないことや、「そろそろ別れませんか？」

のように関係性に対する一方的な提案をしないこと等を心がけましょう。   
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(3) 依存症 

今回の調査報告では依存症関連のうち、ギャンブル依存・アルコール依存はこれらの問題を抱

えた者へ支援情報をより早期に効率的に提供することに 一定の効果を発揮しうると考えられたも

のの、薬物依存については、検索連動型広告によるアウトリーチは困難であり、異なるアウトリ

ーチの枠組みを考える必要性に言及されています。そのため、ここでは主にギャンブル依存、ア

ルコール依存をターゲットとした方法について説明します。 

自殺との関係を示す先行研究 

 薬物やアルコールなどの物質使用がやめられない人は、そうでない人と比べて自殺企図が約2.5

倍、そして自殺死亡のリスクが約1.5倍高いことがわかっています（Poorolajal et al., 2016）。アルコ

ール依存症では、約６倍自殺の危険が高いという報告もあります（松下・樋口, 2009）。また、断

酒会につながる前の自殺念慮は67.3%、自殺計画は71.2%、自殺企図は75.1%と報告されています（赤

澤ら，2010）。ギャンブル依存症も自殺リスクが高く、スウェーデンの研究では、ギャンブル障害

と診断された20～74歳の患者の自殺死亡率は、一般集団と比較して15倍高く(Karlsson, & Håkansson, 

2018)、社会経済的地位等を統制しても重度のギャンブル依存はそうでない人と比べて自殺念慮が約

1.5倍高い（Sundqvist, & Wennberg, 2021）、といった知見があります。 

ターゲットの明示 

 「依存に困っている方へ」「アルコール（飲酒）をやめたいあなたへ」「ギャンブル（パチン

コ/スロットなど）をやめたいあなたへ」など「依存」という単語に加え、依存している物質・

行為を具体的に広告の見出しや説明文で述べるとわかりやすいと考えられます。自認が困難な場

合もあるため、「もしかして」「かも」など可能性をふまえた表現を用いると、対象者に届きや

すくなる可能性があります。 

共感的な言葉かけ 

 依存症の方の置かれている状況や心情を想像した言葉かけを考えましょう。依存している物

質・事柄（アルコール/ギャンブル等）について、やめたくてもやめられずに困っている心情や

辛さを考慮して「つらかったですね」「苦しかったですね」といった言葉かけが考えられます。

また「ひとりで抱えて、苦しかったですね」などの言葉かけも考えられます。 

留意点  

依存症に関するスティグマに留意します。例えば「アルコールがやめられないあなたへ」と

呼びかける表現では、やめられないことを責められているように対象者が感じる可能性がありま

す。また対象者の気持ちを表現するために「意思の弱い自分を変えたい」等と表現することも、

依存症が自分の意思が強ければ治るという誤解を与えます。依存症のメカニズムを理解し、やめ

たくてもやめられない心情に配慮して、「アルコールをやめたいあなたへ」のような寄り添う表

現を使いましょう。 
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(4) うつ病 

自殺との関係を示す先行研究 

 日本の平成20年人口動態統計において、自殺死亡による死亡票を分析した結果、29,799人中、精

神疾患の記載があったのは2,964人で、そのうちうつ病が1,913人で最も多かったことが報告されてい

ます（瀧澤，2012）。また、うつ病患者に関するレビュー研究によれば、より重度のうつ病は、罹

患がない場合と比べて2.2倍も自殺の確率が高くなります（Hawton et al., 2013）。さらに、自殺未遂

歴がある大うつ病性障害の患者151人を調べた研究では、深刻な自殺計画を立てている場合、致死的

な自殺企図と関連していました（Nakagawa et al., 2009）。 

ターゲットの明示 

 「うつ病について悩んでいるあなたへ」、「鬱の症状に困っているあなたへ」というように、

「うつ病」「鬱（うつ）」という言葉を広告の見出しや説明文に直接的に用いると分かりやすい

と考えられます。 

行動指示 

 今回の調査では、うつの広告からアクセスした人は、セルフケアの方法を知るためにウェブペ

ージを読む人が多く、セルフチェックをした人の割合も最も高かった（報告書）ため、広告リン

ク先のサイトにセルフチェック機能を設けられれば、「セルフケアについて紹介します」「心の

状態を知ってみましょう」といった指示を含めることが考えられます。その際、抑うつ度の得点

が高い場合には相談へつなぐといったサイトの構成も考えられるかもしれません。 

共感的な言葉かけ  

 うつ症状を抱えている方が置かれている状況や心情（認知）を想像した言葉かけを考えます。

うつ病の症状による精神的な辛さや苦痛に対して「つらかったですね」「苦しかったですね」と

声をかけるようなメッセージが考えられます。 

留意点  

 ①安易な励まし言葉を使わないこと、②セルフ・スティグマを高めない言葉かけにすること、

に留意します。①について、「頑張りましょう」や「早く良くなりましょう」という言葉かけは、

かえってうつ病の方を精神的に追い詰めることにつながりかねないため禁句です。 

 ②については、参考になる知見が幾つかあります。うつ症状の強い人は、関係ない広告よりも

うつ病患者を対象とした印刷広告を見ることでセルフ・スティグマを高め、かえって援助に繋が

りにくくなる可能性が実験的に示されており、広告を作成する際には直感や気まぐれに基づいた

メッセージを作成するべきではない、と言われています（Lienemann et al., 2013）。 
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一方で、男性のうつ病に対して、男性らしさに配慮したカウンセリングのパンフレットがセル

フ・スティグマを緩和し、カウンセリングを受ける意識を改善したという知見（Hammer & Voge

l, 2010）もあります※。そのため、広告を見たうつ病の方がどのようにメッセージを受け取る可

能性があるのか十分に考えましょう。 

 

※補足 

 Hammer & Vogel（2010）は男性心理や男性らしさ、メンタルヘルスマーケティングに関す

る最新の知見に基づいて、男性に配慮したパンフレットを開発しています。具体的には、伝

統的な男性役割に適合した言葉（「メンタルヘルス・コンサルタント」「攻略法」「解決策

に焦点を当てた、費用対効果の高い、クライアント主導のチーム作業としてのカウンセリン

グ」など）が使われています。また「うつ病は意志の弱さからくるもの」という誤解を解く

ために、医学モデルを用いた説明、そして積極的なカウンセリングとその後の医療との費用

対効果などが掲載されています。その結果、うつ病の男性の援助要請行動を促進する可能性

が示されました。 

 現在では、性の多様性への理解が重要な社会となっています。しかしながら、広告におい

ても性の多様性を反映しようとして性別に言及しなかったり、あらゆる性別の人を意識した

表現にすることで、かえって男性が相談しにくい体制が維持される可能性もあります。Ham

mer & Vogel（2010）の知見から、一つの広告の中であらゆる性の人をターゲットにする形で

性の多様性を満たそうとするのではなく、性の多様なターゲットに合わせて、複数の広告の

言葉づかいとメッセージを選び使い分けることが、セルフ・スティグマを高めにくくし、ア

ウトリーチにも有効であると考えられます。 
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(5) 性的マイノリティ 

自殺との関係を示す先行研究 

 日本の性的マイノリティの男性1,025名のうち、自殺企図を154名（15%）、高い不安を716名（7

0%）、強いうつを133名（13%）が報告し、性的マイノリティの男性は、異性愛者の男性と比べて自

殺リスクが約5.9倍高かったという結果が出ています（Hidaka & Operario, 2006）。さらに、18-59歳

の大阪市民に対する無作為抽出調査（n=4,285）では、性的マイノリティの自殺企図・未遂経験の

割合は、シスジェンダー（生まれたときの性別と自認する性が一致している人）や異性愛者より統

計的に高かったことも示されました（釜野ら，2019）。国際的なレビュー研究では、性的マイノリ

ティの若者は一般的に自殺未遂のリスクが3.5倍高く、同性愛では3.71倍、両性愛では4.87倍、トラン

スジェンダーでは5.87倍高かったことが示されています（di Giacomo et al., 2018）。 

ターゲットの明示 

 「生きづらさを抱えているLGBTQ＋の方へ」「悩みを抱えるLGBTsのあなたへ」「自分の性に

ついて悩んでいるあなたへ」など、性別を限定しない表現として「LGBTQ＋」「LGBTs」「性」

などの広い単語を広告の見出しや説明文に用いましょう。 

 なお、他の生活課題についてアウトリーチする際にも、対象者に性的マイノリティの方も含ん

でいる旨を明示することは重要です。DVに悩む性的マイノリティの方は「相談場所が分からな

い」ことで相談が抑制される可能性があることが示されています（特定非営利活動法人OVA，20

20b）。そのため、「あらゆる性の方を対象としています」等、性別によって対応が変わること

がないことを広告に積極的に明記することが望ましいでしょう。 

共感的な言葉かけ 

 性的マイノリティの方が置かれている状況や心情を想像した言葉かけを考えましょう。性的マ

イノリティであることに由来する様々な悩みに共感する形で「つらかったですね」、自分の性へ

の違和感からくる不安に対して「不安でしたね」、性的マイノリティであることを誰かにアウテ

ィングされた（同意なくセクシュアリティを第三者に伝えられる）ことによる傷つきに対して

「苦しかったですね」などの言葉かけが考えられます。 

 アウティングや誰かに知られることを恐れて相談できない性的マイノリティの方は、特に多い

と考えられます（プライドハウス東京，2022）。そのため、「秘密は守られます」といった表現

を含むことも対象者に安心を生むと考えられます。 

留意点 

 差別的用語を用いないことに留意する必要があるでしょう。「ホモ」「オカマ」「レズ」など

の差別的用語を使用せず、より望ましい表現である「ゲイ」や「レズビアン」を用いましょう。

また、「男っぽい」「女っぽい」等の表現も対象者を傷つける可能性があります。  
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(6) 虐待 

自殺との関係を示す先行研究 

 小児期の虐待経験は成人期における自殺リスクと強く関連しており、小児期の精神的虐待や身体

的虐待は約2.5倍、性的虐待は約3倍、そして繰り返される複雑な虐待は約5倍ほど成人期の自殺企図

のリスクを高めていました（Angelakis et al., 2019）。また小児期の虐待経験は大うつ病患者の自殺

行動とも関連しており、小児期に虐待を受けた患者はそうでない患者と比べて自殺企図の既往を示

す可能性が約3倍高いと報告されています（Goldberg et al., 2019）。加えて、自殺で亡くなった成人

男性70例の家族を対象としたインタビュー調査では、70例のうち40例（57％）において幼少期に親

からの虐待経験が報告されており、親からの虐待が成人男性の自殺における重要な要因のひとつで

あると考えられています（Tousignant et al., 2022）。 

ターゲットの明示  

 虐待の加害者は、必ずしも親であるとは限りません。そのため、「かぞくからのぼうりょくが

つらいあなたへ」など、「かぞく」「家の人」「大人」といった言葉を広告の見出しや説明文に

用いましょう。 

 また虐待の種類に応じた表現を考えることも必要です。今回の調査（報告書）では、身体的虐

待を受けていると回答した者は全体の6割で、心理的虐待が9割、性的虐待が1割、ネグレクトが

約5割でした。「ぼうりょく」という言葉からは身体的虐待が連想されますが、例えば心理的虐

待のうち、面前でのDVが行われている子どもをターゲットとして明示する際には「家の人どう

しのケンカになやんでいるあなたへ」といった表現にすることが考えられます。 

共感的な言葉かけ 

 虐待を受けている子どもが置かれている状況や心情を想像した言葉かけを考えます。身体的虐

待を受けたことによる恐怖や苦痛に対して「こわかったですね」、「くるしかったですね」、深

刻な家庭環境から生じる不安や無力感に対して「ふあんでしたね」、「これからのことをいっし

ょにかんがえよう」と声をかけるようなメッセージが考えられます。 

留意点 

 ①文章表記の仕方、②虐待を表す言葉づかいに留意します。①について、インターネットでの

情報検索は小学校の低学年から始まっています。そのため、虐待領域では、広告文はできる限り

ひらがなや、子どもが読みやすい平易な言葉・表現で書きましょう。 

 ②について、特に性的虐待に関する表現は不快な気持ちやフラッシュバックを生じさせること

もあるため、生々しい表現を避けてください。例えば、性的虐待を受けている子どもの状況や心

情を想像して「家が怖いあなたへ」「家が安心できないあなたへ」などの間接的な表現を用いる

ことが考えられます。 
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(7) 自殺 

 最後に、ICTを活用したアウトリーチの根本である「自殺」に関して解説します。 

これまでの先行研究 

具体的な生活課題に対する悩みを検索している人に比べて、「死にたい」という言葉を検索して

いる人のほうが自殺リスクが高く、「自殺方法」に関する言葉を検索している人はさらに自殺リス

クが高いことが示されています（Takahashi et al., 2022）。自殺に関連するキーワードを検索してい

る人に対して、自殺の相談を提供することができれば、自殺念慮が低下する効果も見いだされてい

ます（Sueki et al., 2022）。 

ターゲットの明示 

 直接的に「自殺」や「死」という言葉を出す必要があります。これらの話題は社会的に忌避さ

れやすいテーマです。率先してこの言葉を使うことで、対象者に「自殺の話をしてもよい」と伝

わりやすくなります。「死にたい」など希死念慮に関する言葉を検索する方に向けて「死にたい

と考えているあなたへ」、「自殺方法」に関する言葉を検索する方に向けて「自殺の方法を考え

ているあなたへ」など、検索キーワードに応じて対象者を明確に表現しましょう。 

共感的な言葉かけ 

 自殺を考えている人との適切な関わり方、すなわちゲートキーパーとしての対応方法を基本に

考えます。「死にたい」の奥にある様々な感情を想像し、言葉をかけることが大切です。ゲート

キーパーとしては、状況に対して「たいへんでしたね」と声をかけることも一つの方法ですが、

自殺を考えている方が抱えているその気持ちについて「つらかったですね」「苦しかったですね」

と声をかける方が共感的な関わり方であると言われています。 

 また、死にたい気持ちを話しにくい背景には、知られると「怒られるのではないか」「おかし

いと思われるのではないか」といったセルフ・スティグマが関連する場合もあります。そのため、

「お話をききたいと思っています」といった率直な声かけも有効と考えられます。 

留意点 

 ①自殺が社会的な問題であることと個人が自殺を考えていることの区別、②対象者を実際に前

にして対話をするときと、広告でアウトリーチをするときの関与の仕方の違い、に留意します。  

①について、アウトリーチにおける広告は、社会ではなく個人を想像する必要があります。例

えば「自殺で亡くなる人は１年に２万人以上います」という表現は社会への問題提起にはなりま

すが、当事者に対して相談を促すメッセ―ジにはなりえません。 

 ②について、広告は対話とは異なることに留意します。例えば「自殺を考えることはおかしな

ことではありません」というメッセージは、対話の中では受容・共感的に伝わっても、広告の見

出しでは「自殺をしてもいい」という意図に捉えられかねません。そのメッセージだけを取り出

して見たときにどのように受け取られる可能性があるか、十分に検討を重ねましょう。  
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コラム ✒ 自殺予防のための検索連動型広告事業の成果 

 

 ICTを活用したアウトリーチを自殺対策に取り入れるときに、何を事業の成果として測定し評

価すべきかということは難しい問題です。 

 そもそも、自殺対策の効果を測定する困難があります。自殺の問題が「年間の自殺者数」や

「10万人あたりの自殺死亡率（自殺率）」という指標で頻繁に語られるのは、全体でみると稀な

現象であり大きな規模で見ないと捉えにくいためです。特に希少な子ども・若年者の自殺の防止

効果を評価する際は、自殺の発生そのものではなく、その前段階の「自殺を試みる行動（自殺企

図）」「自殺を考える気持ち（自殺念慮）」の頻度・強度・持続時間や、「助けを求める行動

（援助要請行動）」「支援につながった回数」等で測定されます。 

 同様に、ICTを活用したアウトリーチによる自殺対策の成果についても、自殺に直接関連する

指標を用いて評価することは難しいのが現状です。そのため、アウトリーチの成果は、アウトリ

ーチの目的に沿ったコンバージョンで評価するのが最も適切でしょう。すなわち評価指標は、そ

の広告を表示することで達成したい行動が促進されたかどうか、です。具体的には広告リンク先

のページの助言や指示にしたがって、対象者は相談行動、相談行動につながるための情報閲覧、

自分のメンタルヘルスの状態の確認などを行ったかどうか、またはセルフケアに関する情報を閲

覧した時間などを指標とすることが考えられます。 

 勘違いされやすいのは、検索連動型広告の「広告表示回数」「広告クリック回数（率）」など、

コンバージョンではない指標を成果として結びつける考え方です。これについては、「相談体制

に見合った広告運用を行うこと」でも少し触れていますが、検索連動型広告の出稿を、「客を店

に呼び込むためのポスティング」に置き換えてみると分かりやすいでしょう。ポスティングの成

果は、何人が実際にチラシをきっかけに来店したのか（コンバージョン）によって評価する必要

があります。チラシを配布したポストの数（広告表示）や、配られたチラシを読んだ人数（広告

クリック）は、段階的な評価指標とはなりますが、成果指標にはなりません。  

 このように、自殺対策において広告を運用するときは、広告表示回数や広告クリック回数（率）

に惑わされないようにすることが大切です。 
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